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税務情報 

2024年度税制改正関連情報 

新たな事業の創出及び産業への投資を促進するための産業競争力強
化法等の一部を改正する法律 － 施行期日を定める政令の公布 

2024年度税制改正で整備された戦略分野国内生産促進税制、イノベーションボ
ックス税制及び中堅・中小グループ化税制（中小企業事業再編投資損失準備金
制度）等は、「新たな事業の創出及び産業への投資を促進するための産業競争力
強化法等の一部を改正する法律」（以下、「改正法」）に含まれる一部改正後の産
業競争力強化法に基づく認定等がその適用の前提とされています。 

改正法は 6 月 7 日に官報第 138 号において公布され、その施行は原則として
「公布の日から起算して 3 ヵ月を超えない範囲内において政令で定める日」と
されていましたが、8月 30日、改正法の施行期日を 2024年 9月 2日と定める
「新たな事業の創出及び産業への投資を促進するための産業競争力強化法等の
一部を改正する法律の施行期日を定める政令」が官報号外第 202号において公
布されました。 

また同日、改正法に関連する以下の政省令も公布されています。 

 新たな事業の創出及び産業への投資を促進するための産業競争力強化法等
の一部を改正する法律の施行に伴う関係政令の整備に関する政令（官報号外
第 202号） 

 租税特別措置法施行規則等の一部を改正する省令（官報第 1296号） 

《参考》 

改正法やこれに係る政令の新旧対照条文等は、経済産業省の以下のページから
ご覧いただけます。 

 「新たな事業の創出及び産業への投資を促進するための産業競争力強化法
等の一部を改正する法律案」が閣議決定されました 

 「新たな事業の創出及び産業への投資を促進するための産業競争力強化法
等の一部を改正する法律の施行に伴う関係政令の整備に関する政令」及び
「新たな事業の創出及び産業への投資を促進するための産業競争力強化法
等の一部を改正する法律の施行期日を定める政令」が閣議決定されました 
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